
現行条例と改正後の個人情報保護法の主な違い 
項目 主な違い 現行条例 改正後の個人情報保護法 

個人情報 

現行条例では、個人情報

の定義が「個人に関する

情報」とされ、死者に関

する情報も含まれてい

る。改正後の法では「生

存する個人に関する情

報」と定義され、死者に

関する情報は除外され

た。 

２条 

１号 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（1） 個人情報とは、個人に関する情報であ

って、次のいずれかに該当するものをい

う。 

２条 

１項 

（定義） 

第２条 この法律において「個人情報」とは、

生存する個人に関する情報であって、次の各

号のいずれかに該当するものをいう。 

個人情報ファ

イル簿の作成・

公表 

現行条例では、個人情

報取扱事務登録簿を作

成し閲覧に供すること

となっている。改正後

の法では、本人の数が

千人以上の個人情報フ

ァイルを保有している

場合、個人情報ファイ

ル簿を作成・公表しな

ければならない。 
 

１６条

１項 

（個人情報取扱事務の登録及び閲覧） 

第１６条 実施機関は、個人情報を保有しよう

とするときは、あらかじめ、次に掲げる事項

を記載した個人情報取扱事務登録簿を作成

し、一般の閲覧に供しなければならない。ま

た、登録した事項を変更、抹消しようとする

ときも、同様とする。 

７５条 （個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第７５条 行政機関の長等は、政令で定めると

ころにより、当該行政機関の長等の属する行

政機関等が保有している個人情報ファイル

について、それぞれ前条第１項第１号から第

７号まで、第９号及び第１０号に掲げる事項

その他政令で定める事項を記載した帳簿（以

下この章において「個人情報ファイル簿」と

いう。）を作成し、公表しなければならない。 

開示請求権 

現行条例では、死者の個

人情報については、遺族

に限り開示請求すること

ができると規定。改正後

の法では、個人情報の定

義が「生存する個人に関

する情報」と規定された

ことから、死者の個人情

報は遺族本人の個人情報

にあたる場合に限り開示

請求できる。 

１７条

３項 

（開示請求） 

第１７条 

３ 死者の保有個人情報については、次に掲げ

る者（以下「遺族等」という。）に限り、開

示請求をすることができる。ただし、第２号

に掲げる者にあっては、被相続人である死者

から相続により取得した権利義務に関する

保有個人情報に限り、開示請求をすることが

できるものとする。 

（1） 当該死者の配偶者及び２親等内の血族 

（2） 前号に掲げる者のほか、相続人 

（3） 前２号に掲げるもののほか、審査会の意

見を聴いた上で、開示請求することに相当

な理由があると実施機関が認める者 

７６条 （開示請求権） 

第７６条 何人も、この法律の定めるところに

より、行政機関の長等に対し、当該行政機関

の長等の属する行政機関等の保有する自己

を本人とする保有個人情報の開示を請求す

ることができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代

理人又は本人の委任による代理人（以下この

節において「代理人」と総称する。）は、本

人に代わって前項の規定による開示の請求

（以下この節及び第１２７条において「開示

請求」という。）をすることができる。 



開示決定等の

期限 

現行条例では、請求書が

提出された日から起算し

て１５日以内に開示決定

することとなっている。

改正後の法では、請求が

あった日から３０日以内

に開示決定等をすると規

定。 

１９条

１項 

３項 

（開示請求に対する決定等） 

第１９条 実施機関は、開示請求があったとき

は、その請求のあった日から起算して１５

日以内（特定個人情報に係る開示請求にあっ

ては、３０日以内）に、その請求に係る保有

個人情報の全部又は一部を開示するか否か

について、決定しなければならない。 

３ 実施機関は、やむを得ない理由により第１

項に規定する期間内に同項の決定をするこ

とができないときは、当該期間を延長するこ

とができる。この場合において、実施機関は、

速やかに延長後の期間及び延長の理由を請

求者に通知しなければならない。 

８３条

１項 

（開示決定等の期限） 

第８３条 開示決定等は、開示請求があった日

から３０日以内にしなければならない。ただ

し、第７７条第３項の規定により補正を求め

た場合にあっては、当該補正に要した日数

は、当該期間に算入しない。 

手数料 

現行条例では、手数料は

徴収せず、写しの交付等

に係る実費負担を規定。

改正後の法では、条例で

定めるところにより手数

料を納めなければならな

いと規定（ただし、国は

条例で無料とすることも

妨げられないとしてい

る。）。 

２４条

１項 

２項 

（手数料等） 

第２４条 この条例の規定による保有個人情

報の開示に係る手数料は、徴収しない。 

２ 第２１条に規定する写しの交付その他の

物品の供与を受ける者は、規則で定めると

ころにより、当該供与に要する費用を負担

しなければならない。 

８９条

２項 

（手数料） 

第８９条 

２ 地方公共団体の機関に対し開示請求をす

る者は、条例で定めるところにより、実費の

範囲内において条例で定める額の手数料を

納めなければならない。 

個人情報保護

委員会による

監視等 

個人情報保護委員会は、

行政機関等における個人

情報等の取扱いに関し、

監視する事務、苦情の申

出についての必要なあっ

せん等の事務をつかさど

る。 

４９条 （苦情の処理） 

第４９条 実施機関は、当該実施機関の個人情

報の取扱いについて苦情があったときは、適

切かつ迅速な処理に努めるものとする。 

１３２

条１項

２号 

（所掌事務） 

第１３２条 委員会は、前条の任務を達成する

ため、次に掲げる事務をつかさどる。 

（２）（中略）行政機関等における個人情報、

仮名加工情報、匿名加工情報及び個人

関連情報の取扱いに関する監視並びに

個人情報、仮名加工情報及び匿名加工情

報の取扱いに関する苦情の申出につい

ての必要なあっせん及びその処理を行

う事業者への協力に関すること（第四号

に掲げるものを除く。）。 

 


